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１．はじめに 

 

地方公共団体は、現金の動きを中心とする「現金主義」を特徴とした会計制度を採用して

います。現金の動きがわかりやすい反面、これまで整備してきた公共施設などの資産や借金

（地方債）の状況、行政サービスに伴う費用（コスト）や収益（手数料・利用料）が分かり

にくいという欠点があります。 

 国は平成 18年に「地方行革新指針」で地方公共団体に対し、「自治体の財政状況を長期的

に把握するため企業会計的手法に基づく連結ベースの財務４表（貸借対照表、行政コスト計

算書、純資産変動計算書、資金収支計算書）を、平成 21年秋を目途に公表すること」と示

しました。 

 これを受け、津南町では、平成 20年度決算から総務省が示した財務諸表モデルの「総務

省方式改訂モデル」を用いて財務４表を作成してきました。 

 しかし、財務書類の作成方式が複数あり、地方公共団体間で比較することが困難であるこ

となどから、国はすべての地方公共団体に固定資産台帳の整備と複式簿記導入を前提とし

た「統一的な基準」による財務書類の作成を、平成 30 年 3 月末までに行うよう要請しまし

た。 

 これを受け、津南町では平成 28年度決算にかかる統一的な基準による財務書類を作成し

ました。 

 

 

◆統一的な基準と総務省方式改訂モデルの主な違い 

 
統一的な基準 総務省方式改訂モデル 

会計処理方法 

複式簿記・発生主義会計に基づ

き、歳入歳出執行伝票等を複式

仕訳して作成 

地方財政状況調査（決算統計）の

数値を基に作成 

固定資産台帳整備 

所有するすべての固定資産につ

いて、取得価格や耐用年数等の

データを網羅した台帳の整備が

必要 

固定資産台帳の整備は不要 

（地方財政状況調査の普通建設

事業費の積み上げにより簡便的

に固定資産を算定） 

比較可能性 

すべての地方公共団体において

基準が統一されるため、地方公

共団体間での比較が可能 

他の基準・方式を採用している

地方公共団体との比較は不可能 
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２．財務書類について 

 財務書類とは、地方公共団体等が一定の基準により作成する一連の決算資料のことであ

り、「貸借対照表」「行政コスト計算書」「純資産変動計算書」「資金収支計算書」の基本とな

る４表をまとめて財務書類（財務４表）と呼びます。 

 

（１）貸借対照表とは 

貸借対照表は、津南町が保有している土地や建物などの財産（資産）の合計と、その

財産を築くための財源（自己資金や借入金、国県支出金など）の合計を、年度末時点で

左右に並べ比較した表です。 

これにより現在までに整備された資産の財源構成のうち、将来返済しなければなら

ない負債と、返済を要しない純資産を把握することができます。 

表の構成は、左が資産（借方）、右が負債・純資産（貸方）となっており、左右の合

計が一致してバランスがとれていることから「バランスシート」とも呼ばれています。 

 

（２）行政コスト計算書とは 

行政コスト計算書は、施設整備以外の行政サービスを提供するのに、どれだけの費用

（コスト）がかかり、どれだけの受益者負担があったかを示したものです。（企業では

「損益計算書」）といいます。 

官庁会計の場合、歳入歳出決算書では、資産形成に関わる支出も単年度の行政サービ

スに関わる支出も、すべてその年度の歳入歳出として計算していますが、地方公会計制

度では、普通建設事業費や地方債償還などの支出は資産の増加や減少であり、費用の発

生ではないので、行政コスト計算書には計上されません。 

一方、歳入歳出計算書では計上されない減価償却費や退職手当引当金繰入額等は、地

方公会計制度では費用の発生とみなして、行政コスト計算書に反映されます。 

 

（３）純資産変動計算書とは 

純資産変動計算書は、貸借対照表の「純資産」について、会計年度中にどのような増

減があったかを表す計算書です。どのような要因や財源で増減したのかを明らかにし

ています。 

 

（４）資金収支計算書とは 

資金収支計算書は、一会計年度における資金の増加又は減少の状況を「業務活動収支」

「投資活動収支」「財務活動収支」の 3分類で集計したものです。貸借対照表、行政コ

スト計算書については発生主義に基づく財務諸表ですが、資金収支計算書は現金主義

に基づく財務諸表です。 
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◆財務書類の相互関係 

【貸借対照表】              【行政コスト計算書】 

資産の部 

 ・・・・ 

 ・・・・ 

 うち現金預金 

 ・・・・ 

負債の部 

 ・・・・ 

 ・・・・ 

 経常費用 

 経常収益 

 臨時損失 

純資産の部 

 ・・・・ 

 臨時利益 

 純行政コスト 

 

 

【資金収支計算書】             【純資産変動計算書】 

業務活動収支  前年度末残高 

投資活動収支  純行政コスト 

財務活動収支  財源 

前年度末残高  固定資産等の変動 

本年度末残高 

＋本年度末歳計外現金残高 

 本年度末残高 

  

 

 

 

３．財務書類の作成方法等について 

（１）財務書類の作成基準 

   貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書のすべてについ

ては、「統一的な基準」に沿って作成しています。 

 

（２）対象会計の範囲 

  ①一般会計等財務書類 

津南町では一般会計のみとなります。 

②全体財務書類 

   上記①（一般会計）に次の会計を加えて作成したもの 

・特別会計 

・公営企業会計 

  ③連結財務書類 

   上記②に次の外郭団体を加えて作成したもの 

    ・一部事務組合及び広域連合 

    ・第三セクター等 

 



- 4 - 

 

（３）対象年度 

   対象年度は平成 29年度で、平成 30年 3 月 31日を作成基準日としています。 

なお、出納整理期間（平成 30年 4月 1日から平成 30年 5月 31日）における出納に

ついては、作成基準日及び対象期間までに出納処理が終了したものとして取り扱って

います。 

 

（４）作成基礎データ 

   一般会計等財務書類及び全体財務書類は、歳入歳出執行データ、歳入歳出決算書、各

種台帳、地方財政状況調査（決算統計）などの数値を基礎として作成しています。 

   連結財務書類は、上記の書類に加えて各団体の会計基準に基づく決算書等の数値を

用いて作成しています。また、連結対象の各会計・団体間の内部取引は消去しています。 

 

 

◆津南町の対象会計範囲のイメージ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般会計 

【特別会計】 

国民健康保険特別会計 

介護保険特別会計 

後期高齢者医療特別会計 

【公営企業会計】 

簡易水道特別会計 

下水道事業特別会計 

農業集落排水事業特別会計 

病院事業会計（法適用） 

【一部事務組合・広域連合】 

津南地域衛生施設組合 

十日町地域広域事務組合 

新潟県市町村総合事務組合 

魚沼地区障害福祉組合 

新潟県後期高齢者医療広域連合 

【第三セクター】 

（財）津南町野菜価格安定協会 

（公財）津南町農業公社 

（株）竜ヶ窪温泉 

一般会計等 

全 体 

連 結 
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４．用語解説 

（１）貸借対照表 

◆資産の部 

項目 内容 

固
定
資
産 

有
形
固
定
資
産 

事業用資産 
下記のインフラ資産を除く土地や建物、工作物等の有形
固定資産を計上します。 

インフラ資産 
行政財産のうち道路や橋梁、トンネルなどと、これらと
一体となって機能するものを計上します。 

物品 
地方自治法第 239条第 1項に規定するもので、取得価額
が 50万円以上のものを計上します。 

建設仮勘定 
複数年度にまたがる建設中・作成中の建物など、完成前
の有形固定資産及びインフラ資産への支出を、仮に計上
しておく科目になります。 

無形固定資産 ソフトウェアなどの物的な形がない資産を計上します。 

投
資
そ
の
他
の
資
産 

投資及び出資金 
公営企業会計への出資金や第三セクター等への出資金・
出損金、有価証券などを計上します。 

長期延滞債権 
収入未済額のうち、前年度以前に調定したものを計上し
ます。 

長期貸付金 貸付金の返済期限が 1年を超えるものを計上します。 

基金 
基金のうち流動資産に該当するものを除く基金を計上
します。 

徴収不能引当金 
不能欠損の実積率等により、長期延滞債権のうち将来徴
収不能になる見込額を計上します。 

流
動
資
産 

現金預金 
歳計現金及び歳計外現金の年度末残高を計上していま
す。現金及び現金同等物から構成されます。 

未収金 収入未済額のうち当年度に調定したものを計上します。 

基金 
財政調整基金及び減債基金のうち流動資産に区分され
るものを計上します。 

徴収不能引当金 
不能欠損の実積率等により、未収金のうち将来徴収不能
になる見込額を計上します。 

 

 

※固定資産の減価償却について 

原則として「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」に従い、残存価額をゼロとする

定額法により減価償却を行います。 

また、耐用年数を経過したものは、備忘価額として 1円を計上しています。 

なお、土地、立木竹、美術品・骨董品、建設仮勘定は減価償却を行っていません。 
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 ◆負債の部 

項目 内容 

固
定
負
債 

地方債 
町が発行した地方債のうち、償還予定が 1年超の元金償
還額を計上します。 

長期未払金 
地方債以外の借入金で、償還予定が 1年超のものを計上
します。 

退職手当引当金 
当年度末において、在籍する全職員が自己都合により退
職すると仮定した場合の退職手当支給額を計上します。 

損失補償等引当金 
地方公共団体の財政健全化に関する法律に基づく将来
負担比率の算定に用いられる将来負担額を計上します。 

流
動
負
債 

1 年内償還予定地方債 1年以内に償還予定の地方債元金償還額を計上します。 

未払金 
支払義務が発生しているがその支払いを終えていない
ものを計上します。 

未払費用 
すでに提供された役務に対してその対価を支払い終え
ていないものを計上します。 

前受金 
代金の納入は受けているが、これに対する義務の履行を
行っていないものを計上します。 

前受収益 
提供していない役務に対して支払いを受けたものを計
上します。 

賞与等引当金 

翌年度 6月に支給予定の賞与（期末手当・勤勉手当及び
それに係る法定福利費）のうち、当年度の負担相当額を
計上します。 

預り金 

職員や町民等から一時的に預かった金銭などで、後日そ
の者に代わって第三者に支払うか又はその者に返金す
るものを計上します。 

 

 

 ◆純資産の部 

項目 内容 

固定資産等形成分 
資産形成のために支出した資源の総体であり、固定資
産、流動資産の短期貸付金、基金の総額に対応します。 

余剰分（不足分） 
基金を控除した流動資産残高から負債合計を差し引い
た額を計上します。 
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（２）行政コスト計算書 

項目 内容 

 

経
常
費
用 

業
務
費
用 

人
件
費 

職員給与費 給料及び職員手当等を計上します。 

賞与等引当金 
繰入額 

賞与引当金の当年度発生額を計上します。 

退職手当引当金 
繰入額 

退職手当引当金の当年度発生額を計上します。 

物
件
費
等 

物件費 
旅費、需用費、役務費などの消費的性質の経費
であり、資産計上されないものを計上します。 

維持補修費 施設等の維持補修費を計上します。 

減価償却費 資産に係る減価償却費を計上します。 

そ
の
他
の 

業
務
費
用 

支払利息 地方債等の支払利息を計上します。 

徴収不能引当金 
繰入額 

徴収不能引当金の当年度発生額を計上します。 

移
転
費
用 

補助金等 
他の地方公共団体や一部事務組合、民間などに
対する補助金・負担金を計上します。 

社会保障給付 扶助費を計上します。 

他会計への繰出金 特別会計など他会計への繰出金を計上します。 

経
常
収
益 

使用料及び手数料 
当町がその活動として一定の財・サービスを提
供する場合に、その対価として徴収した使用
料・手数料を計上します。 

純経常行政コスト 
経常経費から経常収益を差し引いた額で、経常
的に発生する純コストの水準を示しています。 

 

臨時損失 

災害復旧費 災害復旧に関する費用を計上します。 

資産売却損 
資産の売却額が帳簿価額を下回る場合の差額
や除却資産の除却時の帳簿価格を計上します。 

投資損失引当金繰入額 投資損失引当金の当年度発生額を計上します。 

損失補償引当金繰入額 損失補償引当金の当年度発生額を計上します。 

臨時利益 資産売却益 
資産の売却額が帳簿価額を上回る場合の差額
を計上します。 

純行政コスト 
純経常行政コストに臨時損失及び臨時利益を
加減した額で、すべての費用・収益を反映した
1年間のコストの純額を示しています。 
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（３）純資産変動計算書 

項目 内容 

前年度末純資産残高 前年度貸借対照表の純資産合計を計上します。 

純行政コスト（△） 
行政コスト計算書の純行政コストをマイナス（△）
で計上します。 

財
源 

税収等 地方税、地方交付税、地方譲与税等を計上します。 

国県等補助金 国庫支出金及び県支出金を計上します。 

本年度差額 純行政コストと財源との差額を計上します。 

固
定
資
産
等
の
変
動 

有形固定資産等の増加 

有形固定資産及び無形固定資産の形成による保有資
産の増加額をいい、固定資産形成分の増加（＋）、余
剰金の減少（－）と計上します。 

有形固定資産等の減少 

有形固定資産及び無形固定資産の減価償却費相当額
及び除売却による減少額をいい、固定資産形成分の
減少（－）、余剰金の増加（＋）と計上します。 

貸付金・基金等の増加 

貸付金・基金等の形成による保有資産の増加額をい
い、固定資産形成分の増加（＋）、余剰金の減少（－）
と計上します。 

貸付金・基金等の減少 

貸付金の償還及び基金の取崩等による保有資産の減
少額をいい、固定資産形成分の減少（－）、余剰金の
増加（＋）と計上します。 

資産評価差額 資産の評価益と評価損の差額を計上します。 

無償所管換等 
無償で譲渡または取得した固定資産の評価額や寄附
金など、資源の流出しない資産の増加を計上します。 

本年度純資産変動額 当年度の純資産の変動額を計上します。 

本年度末純資産残高 

前年度末純資産残高に本年度純資産変動額を加えた
ものを計上します。 

貸借対照表の純資産合計と一致します。 
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（４）資金収支計算書 

項目 内容 

業務活動収支 

当町が直接行政サービスを行うために要した支出と収入を
集計しています。 

支出のうち業務費用支出として人件費や物件費等、支払利息
などを計上し、移転費用支出として補助金等や社会保障給
付、他会計への繰出などを計上します。 

収入のうち業務収入として税収等や国県等補助金、使用料及
び手数料などを計上します。 

そのほか、災害復旧事業費などの臨時的な支出や収入も計上
します。 

投資活動収支 

当町が営む投資的事業に係る支出と収入を計上します。 

支出としては、公共施設等整備費や基金積立金、投資及び出
資金、貸付金などを計上します。 

収入としては、国県等補助金や基金取崩、貸付金元金回収収
入、資産売却収入などを計上します。 

ただし、投資的事業に係る国県等補助金などはこの区分に計
上されますが、一般財源は業務活動収支、地方債は財務活動
収支に計上されるため、通常では投資活動収支はマイナスに
なります。 

財務活動収支 
地方債の発行や償還など外部からの資金調達や償還に係る
収入と支出を計上します。 

本年度資金収支額 
業務活動収支、投資活動収支、財務活動収支の合計額を計上
します。 

前年度末資金残高 前年度末の資金残高を計上します。 

本年度末資金残高 
前年度末資金残高に本年度資金収支額を加えた額を計上し
ます。 

前年度末歳計外現金残高 前年度末の歳計外現金残高を計上します。 

本年度歳計外現金増減額 本年度の歳計外現金増減額を計上します。 

本年度末歳計外現金残高 
前年度末歳計外現金残高に本年度歳計外現金増減額を加え
た額を計上します。 

本年度末現金預金残高 

本年度末資金残高に本年度末歳計外現金残高を加えた額を
計上します。 

また、本年度末現金預金残高は、貸借対照表の現金預金額と
一致します。 
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５．一般会計等財務書類 

（１）一般会計等貸借対照表 

貸 借対 照 表 

（平成 30年 3月 31日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 35,580,216 固定負債 6,802,545

有形固定資産 34,461,772 地方債 6,169,643

事業用資産 9,326,042 長期未払金  -

土地 1,740,295 退職手当引当金 632,903

立木竹 395,338 損失補償等引当金  -

建物 19,222,905 その他  -

建物減価償却累計額 △ 12,872,551 流動負債 664,385

工作物 248,982 1年内償還予定地方債 511,289

工作物減価償却累計額 △ 150,928 未払金  -

船舶  - 未払費用  -

船舶減価償却累計額  - 前受金  -

浮標等  - 前受収益  -

浮標等減価償却累計額  - 賞与等引当金 49,576

航空機  - 預り金 103,519

航空機減価償却累計額  - その他  -

その他 39 負債合計 7,466,930

その他減価償却累計額 △ 39 【純資産の部】

建設仮勘定 742,000 固定資産等形成分 36,624,490

インフラ資産 25,045,023 余剰分（不足分） △ 7,004,047

土地 190,145

建物 7,000

建物減価償却累計額 △ 681

工作物 47,811,228

工作物減価償却累計額 △ 23,073,119

その他  -

その他減価償却累計額  -

建設仮勘定 110,450

物品 925,759

物品減価償却累計額 △ 835,052

無形固定資産 13,120

ソフトウェア 13,120

その他 0

投資その他の資産 1,105,324

投資及び出資金 322,526

有価証券 92,850

出資金 229,676

その他  -

投資損失引当金 △ 179,970

長期延滞債権 47,569

長期貸付金 262,537

基金 654,898

減債基金  -

その他 654,898

その他  -

徴収不能引当金 △ 2,236

流動資産 1,507,157

現金預金 454,518

未収金 8,365

短期貸付金  -

基金 1,044,274

財政調整基金 1,016,166

減債基金 28,108

棚卸資産  -

その他  -

徴収不能引当金  - 純資産合計 29,620,443

資産合計 37,087,373 負債及び純資産合計 37,087,373

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。
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（２）一般会計等行政コスト計算書 

行政コスト計算書 

自 平成 29年 4月 1 日 

至 平成 30年 3月 31日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円）

科目 金額

経常費用 6,200,054
業務費用 3,132,895

人件費 119,129
職員給与費 903,230
賞与等引当金繰入額 413
退職手当引当金繰入額 △ 894,012
その他 109,497

物件費等 2,918,778
物件費 1,321,299
維持補修費 161,986
減価償却費 1,435,444
その他 49

その他の業務費用 94,988
支払利息 39,555
徴収不能引当金繰入額 △ 248
その他 55,681

移転費用 3,067,159
補助金等 1,812,812
社会保障給付 408,236
他会計への繰出金 835,246
その他 10,866

経常収益 145,105
使用料及び手数料 42,258
その他 102,847

純経常行政コスト △ 6,054,949
臨時損失 56,321

災害復旧事業費  -
資産除売却損  -
投資損失引当金繰入額 55,241
損失補償等引当金繰入額  -
その他 1,080

臨時利益 259
資産売却益 259
その他  -

純行政コスト △ 6,111,011

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。
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（３）一般会計等純資産変動計算書 

純資産変動計算書 

自 平成 29年 4月 1 日 

至 平成 30年 3月 31日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円）

科目 合計

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 29,708,355 37,128,370 △ 7,420,015

純行政コスト（△） △ 6,111,011 △ 6,111,011

財源 6,009,863 6,009,863

税収等 4,770,000 4,770,000

国県等補助金 1,239,863 1,239,863

本年度差額 △ 101,148 △ 101,148

固定資産等の変動（内部変動） △ 517,116 517,116

有形固定資産等の増加 1,655,972 △ 1,655,972

有形固定資産等の減少 △ 2,015,107 2,015,107

貸付金・基金等の増加 426,538 △ 426,538

貸付金・基金等の減少 △ 584,519 584,519

資産評価差額  -  -

無償所管換等 13,237 13,237

その他  -  -  -

本年度純資産変動額 △ 87,911 △ 503,880 415,968

本年度末純資産残高 29,620,443 36,624,490 △ 7,004,047

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。



- 13 - 

 

（４）一般会計等資金収支計算書 

資金収支計算書 

自 平成 29年 4月 1 日 
至 平成 30年 3月 31日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円）

科目 金額

【業務活動収支】
業務支出 5,618,902

業務費用支出 2,551,743
人件費支出 1,012,727
物件費等支出 1,483,495
支払利息支出  -
その他の支出 55,521

移転費用支出 3,067,159
補助金等支出 1,812,812
社会保障給付支出 408,236
他会計への繰出支出 835,246
その他の支出 10,866

業務収入 6,151,860
税収等収入 4,766,314
国県等補助金収入 1,239,863
使用料及び手数料収入 42,837
その他の収入 102,847

臨時支出  -
災害復旧事業費支出  -
その他の支出  -

臨時収入  -
業務活動収支 532,958
【投資活動収支】

投資活動支出 1,328,064
公共施設等整備費支出 1,076,308
基金積立金支出 129,741
投資及び出資金支出 40,842
貸付金支出 81,173
その他の支出  -

投資活動収入 357,409
国県等補助金収入  -
基金取崩収入 280,806
貸付金元金回収収入 76,344
資産売却収入 259
その他の収入  -

投資活動収支 △ 970,655
【財務活動収支】

財務活動支出 539,422
地方債償還支出 539,422
その他の支出  -

財務活動収入 953,243
地方債発行収入 953,243
その他の収入  -

財務活動収支 413,821
△ 23,876

374,875

350,999

前年度末歳計外現金残高 100,632
本年度歳計外現金増減額 2,887
本年度末歳計外現金残高 103,519

本年度末現金預金残高 454,518

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

本年度資金収支額

前年度末資金残高

本年度末資金残高



- 14 - 

 

（５）一般会計等財務書類の注記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重要な会計方針

①有形固定資産等の評価基準及び評価方法

　開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得原価とし、取得原価が不明なものは原則として再調達原価としております。

　また、開始後については、原則として取得原価とし再調達は行わないこととしております。

　なお、物品について取得原価または再調達原価が50万円未満のものについては計上しないこととしております。

②有価証券等の評価基準及び評価方法

　・出資金のうち、市場価格があるもの会計年度末における市場価格をもって貸借対照表価額としております。 

　・出資金のうち、市場価格がないものは出資金額をもって貸借対照表価額としております。

　　ただし、市場価格のないものについて、出資先の財政状態の悪化により出資金の価値が著しく低下した場合には、相当の減額を行う

　　こととしております。

　　なお、出資金の価値の低下割合が30%以上である場合には、「著しく低下したとき」に該当するものとしております。

③有形固定資産等の減価償却の方法

　・有形固定資産（事業用資産、インフラ資産） 

　　定額法を採用しております。

　・無形固定資産

　　定額法を採用しております。

④引当金の計上基準及び算定方法

　・徴収不能引当金

　　過去3年間の平均不納欠損率により計上しております。

　・賞与引当金

　　翌年度6月支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象期間に対する本年度の支給対象期間の割合を乗じた額を計上しております。

　・退職給付引当金

　　地方公共団体財政健全化法における退職手当支給額に係る負担見込額算定方法に従っております。

    ただし、新潟県市町村総合事務組合に対する退職手当積立金については、当年度末までに退職手当として支給を控除した額より、

　　当年度末までに負担金として支出した額を控除した額を退職給付引当金に加算しております。

　・投資損失引当金

　　連結対象団体及び会計に対する、市場価格のない投資及び出資金のうち、実質価額が著しく低下したものについては実質価額と

　　取得価額との差額を計上しております。

⑤リース取引の処理方法

　ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を行っております。ただし、少額リース資産

　及び短期のリース取引には簡便的な取扱いをし、通常の賃貸借に係る方法に準じて会計処理を行っております。

⑥資金収支計算書における資金の範囲

　現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（3ヶ月以内の短期投資等）を資金の範囲としております。

　このうち現金同等物は、短期投資の他、出納整理期間中の取引により発生する資金の受払いも含んでおります。

⑦その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理

　　税込方式によっております。 

重要な会計方針の変更等

　該当なし

偶発債務

①保証債務及び損失補償債務負担の状況

　（総額、確定債務額及び履行すべき額が確定していないものの内訳（貸借対照表計上額及び未計上額））　

（単位：千円）

貸借対照表計上額 未計上額

該当なし

合計

②係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの

該当なし

その他追加情報

①対象範囲（対象とする会計）　

　・一般会計

②地方自治法第235条の5の規定により出納整理期間を設けております。

　財務書類の作成基準日は、会計年度末（3月31日）ですが、出納整理期間中の現金の受払い等を終了した後の計数をもって

　会計年度末の計数としております。

事項 確定債務額
履行すべき額が確定しないもの

総額
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③繰越事業に係る将来の支出予定額

　継続費逓次繰越額

　　（一般会計）　　　　　0千円

　繰越明許費

　　（一般会計）     27,931千円

　事故繰越額

　　（一般会計）　　　　　0千円

　繰越額合計

　　（一般会計）    323,068千円

④減債基金に係る積立不足の有無及び不足額

　　積立不足なし

⑤基金借入金（繰越運用）の内容

（単位：千円）

基金の種類 繰替資金額

財政調整基金 1,016,167

減債基金 28,108

その他 654,899

⑥地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に含まれることが見込まれる金額

 　　  336,787千円

⑦将来負担に関する情報（地方公共団体財政健全化法における将来負担比率の算定要素）

　　ィ．一般会計等に係る地方債の現在高　　　6,680,894千円

　　ロ．債務負担行為に基づく支出予定額　　　496,786千円

　　ハ．一般会計等以外の特別会計に係る地方債の償還にに充てるための一般会計等からの繰入見込額　　　5,157,723千円

　　ニ．組合等が起こした地方債の償還に係る負担見込額　　　560,500千円

　　ホ．退職手当支給予定額に係る一般会計等負担見込額　　　846,984千円

　　ヘ．設立法人の負担位の額等に係る一般会計等負担見込額　　　0千円

　　ト．連結実質赤字額　　　0千円

　　チ．組合等の連結実質赤字額に係る一般会計等負担見込額　　　0千円

　　リ．地方債の償還額等に充当可能な基金　　　1,756,022千円

　　ヌ．地方債の償還額等に充当可能な特定の歳入　　　561,586千円

　　ル．地方債の償還等に要する経費として基準財政需要額に算入されることが見込まれる額　　　8,277,557千円
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６．一般会計等財務書類の分析 

（１）流動比率 

   短期的な資金繰りの状況を表す比率で、1年以内に支払わなければならない負債（流

動負債）と現金などの手元の資金（流動資産）がどれだけあるかを表します。資金の安

定性を見ることができ、この値が 100％未満になると、短期的な支払いのために純資産

や長期負債が充てられていることになります。 

 

流動資産 1,507,157千円 
   流動比率 ＝              ×100 ＝ 226.8％ 

流動負債   664,385千円 

 

（２）固定比率 

   町が持つ公共資産の整備に純資産をどれだけ充てることができたかを表しています。 

   この比率が低ければ、純資産で多くの公共資産を整備できていることになるため、将

来世代の負担（借金）は少ないということになります。 

 
有形固定資産 34,461,772 千円 

   固定比率 ＝                               ×100 ＝ 116.3％ 
純 資 産 29,620,443 千円 

 

（３）社会資本形成の世代間負担比率 

   津南町の公共資産が「誰の負担」によって整備されているかを表しているのが社会資

本形成の世代間負担比率です。地方債（借金）と純資産に注目すると、貸借対照表では

将来の町民が税金等で負担しなければならない部分が負債（地方債）であり、これまで

の世代がすでに負担した部分は純資産として表示されます。 

 
純 資 産 29,620,443千円 

   今までの世代の負担率 ＝                ×100 ＝ 86.0％ 
有形固定資産 34,461,772千円 

 

地 方 債  6,169,643 千円 
   将来世代の負担率 ＝                ×100 ＝ 17.9％ 

有形固定資産 34,461,772 千円 

 

（４）有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率） 

   取得価額に対する減価償却累計額の割合（減価償却率）を算出することにより、耐用

年数に対して資産の取得からどのくらいの年数が経過していうのかを把握することが

できます。この比率が高いと施設が全体として老朽化しつつあり、近い将来に維持更新

のための経費が必要となる可能性があります。 

 

減価償却累計額 36,932,370千円 
資産老朽化比率 ＝                  ×100 ＝ 51.7％ 

償却資産取得価額 71,394,142千円 
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（５）純資産構成比率 

   津南町が持つすべての資産と純資産の割合を表すものです。地方債などの負債は将

来支払い（負担）が生じますが、純資産はすでに町税や補助金など将来の負担の必要の

ない資金によるものですので、純資産の割合が高いほど町の財政は安定的であると言

えます。 

 

純 資 産 29,620,443 千円 
   純資産構成比率 ＝              ×100 ＝ 79.9％ 

資産合計 37,087,373 千円 

 

（６）歳入総額資産比率 

歳入総額資産比率は、貸借対照表の資産合計が歳入合計（決算額）の何年分に該当す

るかを表しています。この比率が高いほど社会資本整備が進んでいると考えられます。

しかし維持管理費が多く発生し、財政的負担を強いることにもなります。 

 

資産合計 37,087,373 千円 
   歳入総額資産比率 ＝              ＝ 4.7年 

歳入総額  7,837,388 千円 

 

（７）歳入総額純資産比率 

歳入総額純資産比率は、これまでの世代による社会資本形成（純資産）が何年分の収

入に該当するかを表したものです。 

 
純 資 産 29,620,443 千円 

   歳入総額純資産比率 ＝              ＝ 3.8年 
歳入合計  7,837,388 千円 

 

（８）受益者負担割合 

   経常的な行政サービスに要したコストに対する、受益者が負担した使用料・手数料や

分担金・負担金などの割合です。この割合が低いほど受益者負担より町税や地方交付税

などの一般財源等の歳入でそのコストを賄っていることになります。 

 

経常収益   145,105 千円 
   受益者負担割合 ＝              ×100 ＝ 2.3％ 

経常費用 6,200,054 千円 
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７．全体財務書類 

（１）全体貸借対照表 

全体貸借対照表 

（平成 30年 3月 31日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 44,206,273 固定負債 12,244,347

有形固定資産 43,126,103 地方債 11,543,341

事業用資産 9,785,520 長期未払金 49,686

土地 1,753,304 退職手当引当金 651,320

立木竹 395,338 損失補償等引当金  -

建物 20,286,019 その他  -

建物減価償却累計額 △ 13,569,308 流動負債 1,269,077

工作物 941,750 1年内償還予定地方債 914,351

工作物減価償却累計額 △ 763,584 未払金 141,927

船舶  - 未払費用  -

船舶減価償却累計額  - 前受金  -

浮標等  - 前受収益 12,270

浮標等減価償却累計額  - 賞与等引当金 83,662

航空機  - 預り金 103,519

航空機減価償却累計額  - その他 13,348

その他 39 負債合計 13,513,424

その他減価償却累計額 △ 39 【純資産の部】

建設仮勘定 742,000 固定資産等形成分 45,613,029

インフラ資産 33,105,579 余剰分（不足分） △ 12,680,328

土地 237,100

建物 3,908,538

建物減価償却累計額 △ 2,036,039

工作物 59,407,147

工作物減価償却累計額 △ 28,697,591

その他 408,564

その他減価償却累計額 △ 232,589

建設仮勘定 110,450

物品 1,441,901

物品減価償却累計額 △ 1,206,897

無形固定資産 13,120

ソフトウェア 13,120

その他 0

投資その他の資産 1,067,050

投資及び出資金 281,684

有価証券 92,850

出資金 188,834

その他  -

投資損失引当金 △ 179,970

長期延滞債権 52,113

長期貸付金 262,537

基金 654,898

減債基金  -

その他 654,898

その他  -

徴収不能引当金 △ 4,212

流動資産 2,239,853

現金預金 635,291

未収金 178,507

短期貸付金  -

基金 1,406,756

財政調整基金 1,378,648

減債基金 28,108

棚卸資産 20,105

その他 54

徴収不能引当金 △ 861

繰延資産  - 純資産合計 32,932,702

資産合計 46,446,126 負債及び純資産合計 46,446,126

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。
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（２）全体行政コスト計算書 

全体行政コスト計算書 

自 平成 29年 4月 1 日 

至 平成 30年 3月 31日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円）

科目 金額

経常費用 10,248,076
業務費用 5,674,520

人件費 1,061,578
職員給与費 1,806,807
賞与等引当金繰入額 32,444
退職手当引当金繰入額 △ 890,655
その他 112,983

物件費等 4,347,611
物件費 2,244,810
維持補修費 170,571
減価償却費 1,932,181
その他 49

その他の業務費用 265,331
支払利息 155,612
徴収不能引当金繰入額 191
その他 109,528

移転費用 4,573,556
補助金等 4,132,691
社会保障給付 408,597
他会計への繰出金 196
その他 32,072

経常収益 1,528,648
使用料及び手数料 296,029
その他 1,232,618

純経常行政コスト △ 8,719,428
臨時損失 56,605

災害復旧事業費  -
資産除売却損 173
投資損失引当金繰入額 55,241
損失補償等引当金繰入額  -
その他 1,190

臨時利益 502
資産売却益 502
その他  -

純行政コスト △ 8,775,531

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。
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（３）全体純資産変動計算書 

全体純資産変動計算書 

自 平成 29年 4月 1 日 

至 平成 30年 3月 31日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円）

科目 合計

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 39,117,553 52,534,004 △ 13,416,451

純行政コスト（△） △ 8,775,531 △ 8,775,531

財源 8,484,374 8,484,374

税収等 6,231,870 6,231,870

国県等補助金 2,252,504 2,252,504

本年度差額 △ 291,157 △ 291,157

固定資産等の変動（内部変動） △ 986,439 986,439

有形固定資産等の増加 1,718,222 △ 1,718,222

有形固定資産等の減少 △ 2,512,018 2,512,018

貸付金・基金等の増加 456,541 △ 456,541

貸付金・基金等の減少 △ 649,184 649,184

資産評価差額  -  -

無償所管換等 △ 5,893,694 △ 5,893,694

その他  - △ 40,842 40,842

本年度純資産変動額 △ 6,184,851 △ 6,920,975 736,124

本年度末純資産残高 32,932,702 45,613,029 △ 12,680,328

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。
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（４）全体資金収支計算書 

全体資金収支計算書 

自 平成 29年 4月 1 日 

至 平成 30年 3月 31日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円）

科目 金額

【業務活動収支】
業務支出 9,121,783

業務費用支出 4,548,227
人件費支出 1,951,673
物件費等支出 2,483,923
支払利息支出 4,092
その他の支出 108,539

移転費用支出 4,573,556
補助金等支出 4,132,691
社会保障給付支出 408,597
他会計への繰出支出 196
その他の支出 32,072

業務収入 10,600,007
税収等収入 6,229,721
国県等補助金収入 2,760,050
使用料及び手数料収入 296,608
その他の収入 1,313,628

臨時支出  -
災害復旧事業費支出  -
その他の支出  -

臨時収入  -
業務活動収支 1,478,224
【投資活動収支】

投資活動支出 1,367,670
公共施設等整備費支出 1,132,835
基金積立金支出 153,372
投資及び出資金支出  -
貸付金支出 81,463
その他の支出  -

投資活動収入 △ 93,227
国県等補助金収入 △ 507,546
基金取崩収入 337,426
貸付金元金回収収入 76,634
資産売却収入 259
その他の収入  -

投資活動収支 △ 1,460,897
【財務活動収支】

財務活動支出 1,633,008
地方債償還支出 1,040,817
その他の支出 592,191

財務活動収入 1,469,626
地方債発行収入 963,843
その他の収入 505,783

財務活動収支 △ 163,382
△ 146,055

677,827

531,772

前年度末歳計外現金残高 100,632
本年度歳計外現金増減額 2,887
本年度末歳計外現金残高 103,519

本年度末現金預金残高 635,291

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

本年度資金収支額

前年度末資金残高

本年度末資金残高
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（５）全体財務書類の注記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重要な会計方針

①有形固定資産等の評価基準及び評価方法

　開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得原価とし、取得原価が不明なものは原則として再調達原価としております。

　また、開始後については、原則として取得原価とし再調達は行わないこととしております。

　なお、物品について取得原価または再調達原価が50万円未満のものについては計上しないこととしております。

②有価証券等の評価基準及び評価方法

　・出資金のうち、市場価格があるもの会計年度末における市場価格をもって貸借対照表価額としております。 

　・出資金のうち、市場価格がないものは出資金額をもって貸借対照表価額としております。

　　ただし、市場価格のないものについて、出資先の財政状態の悪化により出資金の価値が著しく低下した場合には、相当の減額を行う

　　こととしております。

　　なお、出資金の価値の低下割合が30%以上である場合には、「著しく低下したとき」に該当するものとしております。

③有形固定資産等の減価償却の方法

　・有形固定資産（事業用資産、インフラ資産） 

　　定額法を採用しております。

　・無形固定資産

　　定額法を採用しております。

④引当金の計上基準及び算定方法

　・徴収不能引当金

　　過去3年間の平均不納欠損率により計上しております。

　・賞与引当金

　　翌年度6月支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象期間に対する本年度の支給対象期間の割合を乗じた額を計上しております。

　・退職給付引当金

　　地方公共団体財政健全化法における退職手当支給額に係る負担見込額算定方法に従っております。

    ただし、新潟県市町村総合事務組合に対する退職手当積立金については、当年度末までに退職手当として支給を控除した額より、

　　当年度末までに負担金として支出した額を控除した額を退職給付引当金に加算しております。

　・投資損失引当金

　　連結対象団体及び会計に対する、市場価格のない投資及び出資金のうち、実質価額が著しく低下したものについては実質価額と

　　取得価額との差額を計上しております。

⑤リース取引の処理方法

　ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を行っております。ただし、少額リース資産

　及び短期のリース取引には簡便的な取扱いをし、通常の賃貸借に係る方法に準じて会計処理を行っております。

⑥資金収支計算書における資金の範囲

　現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（3ヶ月以内の短期投資等）を資金の範囲としております。

　このうち現金同等物は、短期投資の他、出納整理期間中の取引により発生する資金の受払いも含んでおります。

⑦その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理

　　税込方式によっております。 

重要な会計方針の変更等

　該当なし

偶発債務

①保証債務及び損失補償債務負担の状況

　（総額、確定債務額及び履行すべき額が確定していないものの内訳（貸借対照表計上額及び未計上額））　

（単位：千円）

貸借対照表計上額 未計上額

該当なし

合計

②係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの

　　該当なし

その他追加情報

①対象範囲（対象とする会計）　

会計名 会計区分 連結方法

一般会計 一般会計等

国民健康保険特別会計 全体会計

簡易水道特別会計 全体会計

下水道事業特別会計 全体会計

農業集落排水事業特別会計 全体会計

介護保険特別会計 全体会計

後期高齢者医療特別会計 全体会計

病院事業会計 全体会計

総額事項 確定債務額
履行すべき額が確定しないもの
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②地方自治法第235条の5の規定により出納整理期間を設けております。

　財務書類の作成基準日は、会計年度末（3月31日）ですが、出納整理期間中の現金の受払い等を終了した後の計数をもって

　会計年度末の計数としております。

③繰越事業に係る将来の支出予定額

　継続費逓次繰越額

　　（一般会計）　　　　　0千円

　繰越明許費

　　（一般会計）     27,931千円

　事故繰越額

　　（一般会計）　　　　　0千円

　繰越額合計

　　（一般会計）    323,068千円

⑤減債基金に係る積立不足の有無及び不足額

　　積立不足なし

⑥基金借入金（繰越運用）の内容 （単位：千円）

基金の種類 繰替資金額

財政調整基金 1,016,167

減債基金 28,108

その他 654,899

⑦地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に含まれることが見込まれる金額

 　　  336,787千円



- 24 - 

 

８．連結財務書類 

（１）連結貸借対照表 

連結貸借対照表 

（平成 30年 3月 31日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 46,727,629 固定負債 13,576,155

有形固定資産 45,142,545 地方債 12,189,407

事業用資産 11,426,448 長期未払金 49,686

土地 2,392,680 退職手当引当金 1,128,101

立木竹 395,338 損失補償等引当金  -

建物 23,230,138 その他 208,960

建物減価償却累計額 △ 15,559,643 流動負債 1,549,771

工作物 983,759 1年内償還予定地方債 988,585

工作物減価償却累計額 △ 788,679 未払金 212,517

船舶  - 未払費用  -

船舶減価償却累計額  - 前受金  -

浮標等  - 前受収益 12,270

浮標等減価償却累計額  - 賞与等引当金 98,037

航空機  - 預り金 104,574

航空機減価償却累計額  - その他 133,788

その他 315,304 負債合計 15,125,925

その他減価償却累計額 △ 289,419 【純資産の部】

建設仮勘定 746,970 固定資産等形成分 48,232,141

インフラ資産 33,337,657 余剰分（不足分） △ 13,938,763

土地 237,100 他団体出資分  -

建物 3,908,538

建物減価償却累計額 △ 2,036,039

工作物 59,944,490

工作物減価償却累計額 △ 29,002,856

その他 408,564

その他減価償却累計額 △ 232,589

建設仮勘定 110,450

物品 1,740,492

物品減価償却累計額 △ 1,362,053

無形固定資産 13,280

ソフトウェア 13,140

その他 140

投資その他の資産 1,571,804

投資及び出資金 283,206

有価証券 92,850

出資金 188,899

その他 1,457

投資損失引当金 △ 179,970

長期延滞債権 52,261

長期貸付金 258,004

基金 1,149,371

減債基金  -

その他 1,149,371

その他 13,272

徴収不能引当金 △ 4,340

流動資産 2,691,674

現金預金 862,049

未収金 184,331

短期貸付金  -

基金 1,504,512

財政調整基金 1,476,404

減債基金 28,108

棚卸資産 22,066

その他 119,581

徴収不能引当金 △ 866

繰延資産  - 純資産合計 34,293,377

資産合計 49,419,303 負債及び純資産合計 49,419,303

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。
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（２）連結行政コスト計算書 

連結行政コスト計算書 

自 平成 29年 4月 1 日 

至 平成 30年 3月 31日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円）

科目 金額

経常費用 11,934,411
業務費用 6,416,255

人件費 1,364,061
職員給与費 2,077,394
賞与等引当金繰入額 46,883
退職手当引当金繰入額 △ 886,781
その他 126,565

物件費等 4,757,713
物件費 2,445,192
維持補修費 209,604
減価償却費 2,076,096
その他 26,820

その他の業務費用 294,482
支払利息 158,923
徴収不能引当金繰入額 194
その他 135,365

移転費用 5,518,156
補助金等 3,727,727
社会保障給付 1,754,169
他会計への繰出金 759
その他 35,500

経常収益 1,669,192
使用料及び手数料 331,019
その他 1,338,173

純経常行政コスト △ 10,265,219
臨時損失 71,542

災害復旧事業費  -
資産除売却損 15,031
損失補償等引当金繰入額  -
その他 1,270

臨時利益 502
資産売却益 502
その他  -

純行政コスト △ 10,336,259

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。
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（３）連結純資産変動計算書 

連結純資産変動計算書 

自 平成 29年 4月 1 日 

至 平成 30年 3月 31日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円）

科目 合計

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 40,559,449 55,275,724 △ 14,716,275  -

純行政コスト（△） △ 10,336,259 △ 10,336,259  -

財源 9,965,055 9,965,055  -

税収等 7,546,148 7,546,148  -

国県等補助金 2,418,907 2,418,907  -

本年度差額 △ 371,204 △ 371,204  -

固定資産等の変動（内部変動） △ 1,111,991 1,111,991

有形固定資産等の増加 1,731,200 △ 1,731,200

有形固定資産等の減少 △ 2,639,593 2,639,593

貸付金・基金等の増加 488,747 △ 488,747

貸付金・基金等の減少 △ 692,345 692,345

資産評価差額  -  -

無償所管換等 △ 5,890,750 △ 5,890,750

他団体出資等分の増加  -  -

他団体出資等分の減少  -  -

その他 △ 4,117 △ 40,842 36,725

本年度純資産変動額 △ 6,266,072 △ 7,043,583 777,511  -

本年度末純資産残高 34,293,377 48,232,141 △ 13,938,763  -

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

他団体出資等分



- 27 - 

 

（４）連結資金収支計算書 

連結資金収支計算書 

自 平成 29年 4月 1 日 

至 平成 30年 3月 31日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円）

科目 金額

【業務活動収支】
業務支出 10,670,766

業務費用支出 5,151,376
人件費支出 2,252,062
物件費等支出 2,758,081
支払利息支出 7,403
その他の支出 133,830

移転費用支出 5,519,389
補助金等支出 3,727,727
社会保障給付支出 1,754,169
他会計への繰出支出 759
その他の支出 36,734

業務収入 12,687,790
税収等収入 7,543,999
国県等補助金収入 3,358,871
使用料及び手数料収入 331,598
その他の収入 1,453,321

臨時支出  -
災害復旧事業費支出  -
その他の支出  -

臨時収入  -
業務活動収支 2,017,024
【投資活動収支】

投資活動支出 1,448,706
公共施設等整備費支出 1,191,242
基金積立金支出 176,001
投資及び出資金支出  -
貸付金支出 81,463
その他の支出  -

投資活動収入 △ 489,272
国県等補助金収入 △ 939,964
基金取崩収入 373,438
貸付金元金回収収入 76,634
資産売却収入 620
その他の収入  -

投資活動収支 △ 1,937,978
【財務活動収支】

財務活動支出 1,686,565
地方債償還支出 1,092,934
その他の支出 593,631

財務活動収入 1,494,518
地方債発行収入 984,202
その他の収入 510,316

財務活動収支 △ 192,047
△ 113,001

870,556

757,555

前年度末歳計外現金残高 101,511
本年度歳計外現金増減額 2,983
本年度末歳計外現金残高 104,494

本年度末現金預金残高 862,049

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

本年度資金収支額

前年度末資金残高

本年度末資金残高
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（５）連結財務書類の注記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重要な会計方針

①有形固定資産等の評価基準及び評価方法

　開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得原価とし、取得原価が不明なものは原則として再調達原価としております。

　また、開始後については、原則として取得原価とし再調達は行わないこととしております。

②有価証券等の評価基準及び評価方法

　・出資金のうち、市場価格があるもの会計年度末における市場価格をもって貸借対照表価額としております。 

　・出資金のうち、市場価格がないものは出資金額をもって貸借対照表価額としております。

　　ただし、市場価格のないものについて、出資先の財政状態の悪化により出資金の価値が著しく低下した場合には、相当の減額を行う

　　こととしております。

　　なお、出資金の価値の低下割合が30%以上である場合には、「著しく低下したとき」に該当するものとしております。

③有形固定資産等の減価償却の方法

　・有形固定資産（事業用資産、インフラ資産） 

　　定額法を採用しております。

　・無形固定資産

　　定額法を採用しております。

④引当金の計上基準及び算定方法

　・徴収不能引当金

　　過去3年間の平均不納欠損率により計上しております。

　・賞与引当金

　　翌年度6月支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象期間に対する本年度の支給対象期間の割合を乗じた額を計上しております。

　・退職給付引当金

　　地方公共団体財政健全化法における退職手当支給額に係る負担見込額算定方法に従っております。

    ただし、新潟県市町村総合事務組合に対する退職手当積立金については、当年度末までに退職手当として支給を控除した額より、

　　当年度末までに負担金として支出した額を控除した額を退職給付引当金に加算しております。

　　連結対象団体については、各団体の退職給付見込額を計上しております。

⑤リース取引の処理方法

　ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を行っております。ただし、少額リース資産

　及び短期のリース取引には簡便的な取扱いをし、通常の賃貸借に係る方法に準じて会計処理を行っております。

⑥資金収支計算書における資金の範囲

　現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（3ヶ月以内の短期投資等）を資金の範囲としております。

　このうち現金同等物は、短期投資の他、出納整理期間中の取引により発生する資金の受払いも含んでおります。

⑦その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理

　　税込方式によっております。 

重要な会計方針の変更等

　該当なし

偶発債務

①保証債務及び損失補償債務負担の状況

　（総額、確定債務額及び履行すべき額が確定していないものの内訳（貸借対照表計上額及び未計上額））　

（単位：千円）

貸借対照表計上額 未計上額

該当なし

合計

②係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの

　　該当なし

その他追加情報

①対象範囲（対象とする会計）　

会計名 会計区分 連結方法
一般会計 一般会計等

国民健康保険特別会計 全体会計
簡易水道特別会計 全体会計
下水道事業特別会計 全体会計

農業集落排水事業特別会計 全体会計
介護保険特別会計 全体会計

後期高齢者医療特別会計 全体会計
病院事業会計 全体会計
新潟県市町村総合事務組合 連結会計 比例連結

新潟県後期高齢者広域連合 連結会計 比例連結
十日町地域広域事務組合 連結会計 比例連結

津南地域衛生施設組合 連結会計 比例連結
公益財団法人津南町農業公社 連結会計 全部連結
財団法人津南町野菜価格安定協会 連結会計 全部連結

株式会社竜ヶ窪温泉 連結会計 全部連結

総額事項 確定債務額
履行すべき額が確定しないもの
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②地方自治法第235条の5の規定により出納整理期間を設けております。

　財務書類の作成基準日は、会計年度末（3月31日）ですが、出納整理期間中の現金の受払い等を終了した後の計数をもって

　会計年度末の計数としております。

③繰越事業に係る将来の支出予定額

　継続費逓次繰越額

　　（一般会計）　　　　　0千円

　繰越明許費

　　（一般会計）     27,931千円

　事故繰越額

　　（一般会計）　　　　　0千円

　繰越額合計

　　（一般会計）    323,068千円

⑤減債基金に係る積立不足の有無及び不足額

　　積立不足なし

⑥基金借入金（繰越運用）の内容 （単位：千円）

基金の種類 繰替資金額

財政調整基金 1,016,167

減債基金 28,108

その他 654,899

⑦地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に含まれることが見込まれる金額

 　　  336,787千円


